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訪日外国人旅行者数 4,000万人へ向けて
ＬＣＣの増便・新設を見込み、内閣府が試算
 10月の訪日外国人旅行者数（以下、訪日外客数）が前年同月比で1.8％増加の264万600人となり、
10月単月では過去最高。

 自然災害の影響により落ち込んだ訪日需要が回復。史上初の年間3,000万人超えとなるか。
 ＬＣＣの就航は増加傾向にあり、地方空港の受入体制の整備等が急がれる。

（審査確認番号 2018-TＢ356）

観光庁は11月21日、2018年10月の訪日外客
数（推計値）が前年同月比で1.8％増加の264
万600人となったと発表しました。なお、
2018年1～10月の累計は2,610万9,000人に
達し（図表1）、10月単月としては過去最高を
記録しました。9月は台風21号や北海道地震の
影響により、2013年1月以来5年8カ月ぶりの
マイナスの伸びとなったものの、中国人など
を中心に訪日需要が回復し、10月単月の訪日
外客数は増加に転じました。自然災害による
旅行控えは残るものの、同水準を維持するこ
とができれば、通年ベースでは史上初の3,000
万人を超えることができるものと期待が高
まっています。
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図表1：訪日外客数は2020年に4,000万人をめざす

国際線ＬＣＣの就航は増加傾向にあります（図表2）。内閣府は、昨今の就航便数の増加が訪日外客
の増加に寄与したと分析し、継続的に訪日外客数を増やすには今後も就航増が必須であるとの見解を
示しています。政府はＬＣＣの持続的な成長に向け、地方空港の受入体制の整備や、新規就航や増便
に係る着陸料の軽減・補助措置等を検討しています。ＬＣＣの受入れ環境が整うこととなれば、さら
なる訪日外客の呼び込みを後押しすることになりそうです。
出所）図表1は日本政府観光局（JNTO）、図表2は国土交通省のデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

※国土交通省がＬＣＣとして集計した航空会社22社
夏期：3月最終日曜日～10月最終日曜日の直前の土曜日までのダイヤ
冬期：10月最終日曜日～翌年3月最終日曜日の直前の土曜日までのダイヤ

図表2：国際線ＬＣＣの就航は増加傾向にある

近年の訪日外客数の増加には、クルーズ船の
寄港増加や円安、ビザの取得要件緩和などさ
まざまな要因が考えられています。内閣府は
11月27日、日本に就航するＬＣＣ（格安航空
会社）の増便予想と新設を見込み、今後の訪
日外客数を試算し公表しました。
内閣府の試算によれば、2018年以降、毎年2
割ずつＬＣＣの就航が伸びた場合、2020年に
は訪日外客数が4,210万人となり、政府が目標
とする年間4,000万人を達成する見込みである
としています。
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【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではあり
ません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
のではありません。

• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではな
いので、表示することができません。
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